
20

２ 行政の運営改善や成果の有無・程度が分かる
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自治体アンケートから見る「３つの改革」の認知、取組事例①

 自治体向けに行ったアンケートの結果では、「公的サービスの産業化」に取り組んでいる・検討している自治体は約62％、「公共サービ
スのイノベーション」では約69％に上る一方、「インセンティブ改革」に対する理解は相対的にやや進んでいない。

 インセンティブ改革では、健康づくり関連のインセンティブ付与の取組事例が多く、公的サービスの産業化では公共施設関連において
民間資金・人材・ノウハウを活用している事例が多い。他の分野での活用は少ない。

インセンティブ改革の取組状況

複数分野での取組を進めている。
43

事業数は限られ

るが、取組を進め

ている。
329

取組を検討中

である。
306

できることは既に

行っており、これ

から取り組むこと

はない。
9

今のところ検討

する予定はな

い。
347

わからない。
190

55.4%

（１）健康づくりの取組に対するインセンティブ付与

（２）後発医薬品の使用を促す取組

（３）少子化対策に対して積極的な企業等を支援

（４）若年者雇用に対するインセンティブ付与

（５）高齢者の就労等に関するインセンティブ付与

（６）環境対策に対するインセンティブ付与

（７）その他

（８）わからない

＜取組事例＞

公的サービスの産業化の取組状況

複数分野での取組を進めている。
63

事業数は限ら

れるが、取組を

進めている。
336

取組を検討中で

ある。
362

できることは

既に行ってお

り、これから

取り組むこと

はない。
16

今のところ検討

する予定はな

い。
319

わからない。
128

104

38

42
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356

43

19

31

0 200 400
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（７）

（８）

62.2%

（１）医療・介護分野における民間事業者の知見の活用

（２）少子化対策において民間事業者の知見を活用

（３）文教・青少年育成分野における民間事業者の活用

（４）公共施設の整備等における民間資金等の活用

（５）公共施設の管理等における民間の資金等の活用

（６）オープンデータ化等を通じた新サービスの創造

（７）その他

（８）わからない

＜取組事例＞
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自治体アンケートから見る「３つの改革」の認知、取組事例②

・企業誘致アドバイザー、ものづくり産業アドバイザーなどの専門的知識を持つ外部人材の
活用、企業誘致促進、地場産業の振興（福岡県田川市）
・地域情報データベースの構築により、まちづくりの推進に寄与（兵庫県宝塚市）
・「働き方改革」と災害時業務継続に向けテレワークを強力に推進（徳島県）
・情報システムのクラウド化（複数団体で実施）
・公共施設予約システム、水道使用開始届、電子入札などでの電子申請（新潟県上越市）
・公会計への移行（複数団体で実施）

・分散型小中一貫教育（人的・物的資源の相互活用）、一体型小中一貫教育（学校等を核に
地域一体で推進）（徳島県）
・官民連携窓口の設置（東京都日野市） など

・公設民営型の公立病院改革（複数団体で実施）
・公立保育所・認定こども園の民営化（複数団体で実施）
・廃棄物処理施設へのDBO方式の採用（複数団体で実施）

・市の全事務事業への様々な団体から事業の委託や民営化の提案を募集（千葉県我孫子
市）
・医療費分析を踏まえた糖尿病重症化予防事業（東京都荒川区など）

・医療費分析を民間事業者へ委託し、データヘルス計画を策定、健康増進・重症化予防（東
京都東村山市など）
・公共施設と民間施設の複合化（コンパクト化）（新潟県南魚沼市など）
・大学、建設業界と連携し、技術者を養成し、社会基盤の維持管理業務を推進（岐阜県）
・博物館に協賛した民間企業等の広報活動を可能とする制度導入（三重県） など

・高齢者が外出・登録店に出かけた際にポイント付与し、登録店より特典を受け取る仕組み
（複数団体で実施）
・介護支援ボランティアへのポイント付与（北海道函館市、栃木県小山市）
・ジェネリック医薬品利用差額を通知する仕組み（複数団体で実施）

・環境負荷の低減・エネルギーの有効利用化を行う経費負担の一部をエコポイントの方法に
よって助成する仕組み導入（東京都羽村市）

など

 公共サービスのイノベーションでは、ITの活用や政策効果の「見える化」の取組事例が多い。
 窓口業務の外部委託などは１割強に上っている。

＜公共サービスのイノベーション＞

＜公的サービスの産業化＞

＜インセンティブ改革＞

各分野の重点的に取り組んでいる事例

複数分野での取組を進めている。
73

事業数は限ら

れるが、取組

を進めてい

る。
364

取組を検討中

である。
411

できることは

既に行ってお

り、これから取

り組むことは

ない。
15

今のところ検討

する予定はな

い。
230

わからない。
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公共サービスのイノベーションの取組状況

＜取組事例＞

69.3%

（１）経営の効率化のための外部人材登用など

（２）コスト、政策効果の開示を行う「見える化」

（３）窓口業務などの外部委託

（４）コンパクト化による効率的な街づくり

（５）分野横断的な取組、連携等による地域活性化

（６）ＩＴを活用した業務改革、システムのクラウド化

（７）その他

（８）わからない

【自治体向けアンケートについて】
・地方公共団体における歳出改革等の現況を把握するために、インターネット調査により全国の都道府県・市区町村を対象に実施。
・平成27年10月20日～11月20日に実施。有効回収数は1,224団体（回収率68.4％）。
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総務関係事務の民間委託状況

13

1

10

1

190

20

202

114

273

431

1538

1720

1529

1626

1468

1310

0% 20% 40% 60% 80% 100%

給与業務

旅費業務

福利厚生業務

会計業務

その他総務事務

窓口業務

全部委託 一部委託または委託あり 全部直営

2
16

20

64

216

459
964

6項目全てを委託

5項目を委託

4項目を委託

3項目を委託

2項目を委託

1項目を委託

委託なし

 6項目の総務関係事務について、民間委託の実施状況を集計。市区町村における民間委託の実施は低位にとどまっている。
 都市部だけでなく、地方の町村にも民間委託に積極的なところが複数存在。

＜総務関係事務の民間委実施状況の内訳（1741市区町村）＞

＜総務関係事務の民間委託実施項目数の内訳（1741市区町村）＞

約6%

（備考） 総務省：地方公共団体における行政改革の取組状況に関する調査(平成27年3月31日公表）〈http://www.soumu.go.jp/iken/83106.html〉の個票を基に作成。

6項目を委託　2市区町村
東京都 練馬区 大阪府 堺市

5項目を委託　16市区町村
山形県 長井市 東京都 中野区 長野県 佐久市 大阪府 箕面市

埼玉県 越谷市 東京都 江戸川区 愛知県 名古屋市 岡山県 美作市

千葉県 成田市 東京都 立川市 三重県 津市 福岡県 北九州市

東京都 千代田区 東京都 小平市 京都府 京都市 熊本県 熊本市

4項目を委託　20市区町村
茨城県 行方市 東京都 葛飾区 長野県 山ノ内町 島根県 松江市

千葉県 千葉市 東京都 八王子市 静岡県 浜松市 岡山県 矢掛町

千葉県 長柄町 東京都 西東京市 愛知県 西尾市 愛媛県 松山市

東京都 墨田区 神奈川県 横浜市 兵庫県 西宮市 愛媛県 今治市

東京都 板橋区 新潟県 柏崎市 兵庫県 三木市 福岡県 福岡市

3項目を委託　64市区町村
北海道 北斗市 千葉県 八千代市 長野県 青木村 兵庫県 神戸市

北海道 中標津町 東京都 中央区 長野県 下諏訪町 兵庫県 姫路市

岩手県 釜石市 東京都 港区 長野県 朝日村 兵庫県 尼崎市

福島県 鏡石町 東京都 文京区 愛知県 春日井市 兵庫県 洲本市

福島県 双葉町 東京都 台東区 三重県 四日市市 兵庫県 宝塚市

茨城県 つくば市 東京都 江東区 三重県 松阪市 兵庫県 加東市

茨城県 つくばみらい市 東京都 北区 三重県 鈴鹿市 島根県 浜田市

茨城県 茨城町 東京都 足立区 三重県 多気町 岡山県 真庭市

栃木県 壬生町 東京都 武蔵野市 滋賀県 草津市 岡山県 吉備中央町

群馬県 長野原町 東京都 日野市 大阪府 大阪市 広島県 広島市

群馬県 大泉町 東京都 あきる野市 大阪府 枚方市 広島県 呉市

埼玉県 さいたま市 神奈川県 平塚市 大阪府 八尾市 香川県 丸亀市

埼玉県 川口市 神奈川県 藤沢市 大阪府 寝屋川市 福岡県 久留米市

埼玉県 春日部市 神奈川県 秦野市 大阪府 河内長野市 福岡県 直方市

埼玉県 和光市 新潟県 加茂市 大阪府 羽曳野市 福岡県 宗像市

千葉県 松戸市 長野県 茅野市 大阪府 大阪狭山市 沖縄県 那覇市

＜民間委託を実施している総務関係事務が多い市区町村＞



指定管理者制度の導入状況
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導入率の増加量の多い10団体 導入率の減少が大きい10団体

H21.4.1

H24.4.1

指定管理者制度導入率の変化の状況（公営住宅を除く公の施設）

全
国
平
均

指定管理者の種別の内訳（公営住宅を除く公の施設、平成24年時点）

全施設

公の施設数
うち指定管理
者制度導入

施設数

指定管理者制
度の導入率

指定管理者制
度の導入率

大阪府 72 58 80.6% 97%

愛知県 92 74 80.4% 19%

山梨県 100 76 76.0% 39%

秋田県 91 69 75.8% 73%

熊本県 47 35 74.5% 87%

神奈川県 143 105 73.4% 90%

滋賀県 71 46 64.8% 78%

山形県 99 63 63.6% 80%

東京都 333 207 62.2% 93%

京都府 75 46 61.3% 22%

香川県 75 46 61.3% 73%

山口県 85 52 61.2% 83%

岐阜県 68 41 60.3% 51%

鳥取県 60 36 60.0% 21%

岡山県 60 36 60.0% 74%

千葉県 109 64 58.7% 25%

徳島県 72 42 58.3% 36%

埼玉県 121 69 57.0% 16%

青森県 51 29 56.9% 74%

兵庫県 157 89 56.7% 89%

栃木県 75 41 54.7% 36%

茨城県 108 59 54.6% 82%

長野県 68 37 54.4% 17%

福井県 67 36 53.7% 55%

北海道 88 45 51.1% 81%

富山県 121 60 49.6% 58%

和歌山県 80 39 48.8% 26%

宮城県 103 50 48.5% 30%

群馬県 98 47 48.0% 23%

鹿児島県 95 44 46.3% 69%

三重県 79 36 45.6% 70%

石川県 154 70 45.5% 60%

大分県 55 24 43.6% 81%

佐賀県 74 31 41.9% 70%

岩手県 104 43 41.3% 59%

静岡県 104 43 41.3% 19%

福岡県 92 37 40.2% 82%

愛媛県 80 30 37.5% 39%

新潟県 103 36 35.0% 18%

高知県 103 34 33.0% 20%

広島県 115 37 32.2% 66%

福島県 139 40 28.8% 53%

島根県 102 26 25.5% 13%

宮崎県 125 31 24.8% 55%

沖縄県 131 32 24.4% 62%

長崎県 200 48 24.0% 46%

奈良県 55 13 23.6% 30%

都道府県

公営住宅を除く公の施設

 指定管理者制度の導入率は、都道府県間で大きな差がある。導入率の推移は全国的には横ばいだが、導入率が伸びてい
る地域も複数存在。

 指定先も、株式会社が多いケース、非営利法人が多いケース、地方公社等が多いケースなど、地域差が大きい。
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指定管理者制度導入率の増減の状況（公営住宅を除く公の施設）

株式会社

公共的団体

その他

地方公共団体

特定非営利活動法人 地縁による団体

特例民法法人、一般社団・財団法人、
公益社団・財団法人、地方三公社
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